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第２ 事業者の自主的な地域・社会貢献の取組 

 事業者における地域・社会貢献活動は、本業を通じた取組、本業に付随する取

組、例えば芸術・文化活動等のように本業とは別の取組があり、取組内容につい

ても教育・福祉・医療等様々である。この様々な地域・社会貢献活動の中で、ど

うすれば消費者に適切に消費者関連情報を伝えることができるか、消費者が賢い

消費者として行動するためにはどうすればよいかという観点に着目し、事業者に

おける「情報提供」に関する取組について、以下で検討する。 

１ 事業者による本業とは直接関係のない情報提供の取組 

昨今、地域住民や顧客等に対する地域・社会貢献活動として、自社の店舗や配

達網等の顧客とのインターフェイス（以下、単に「場」という。）を活用して、

自社の本業とは直接関係はないが地域の住民や顧客に役に立つ情報を提供する

取組を行う事業者が現れており、主に、福祉、防犯、健康等の分野の情報提供が

中心となっている。 

例えば、防犯の分野では、警察との連携により、特殊詐欺防止や詐欺被害防止

等の未然防止に向け、事業者が自らの取組として地域住民に情報提供を行い、福

祉や健康の分野では、高齢者や認知症の方が暮らしやすい町づくりに向けて、事

業者が認知症の方や家族を対象とした講習会を開催する等である。 

２ 取組事例 

 ＷＧにおいては、配送網、店舗等の様々な「場」を活用して、地域・社会貢献

活動を行っている事業者からヒアリングを実施した。 

 事業者が行う地域・社会貢献活動やそれを支える社内体制、地域・社会貢献活

動での情報提供の取組や情報分野、地域行政との連携等について、以下で紹介す

る。 
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（１）株式会社イトーヨーカ堂 

「本業を通じた地域貢献の取組」 （ヒアリング日：令和３年３月８日） 

 

●取組の目的 

創業の精神“目指すべき姿”―「買う」だけではなく、「集う」「食べる」「遊ぶ」

「学ぶ」「相談する」などの新たな価値を提供し、社会の活力や課題解決につなげ、

“地域になくてはならない存在”となる。 

 
目指すべき姿を踏まえ、本業を通じた社会課題へ対応すべく、地方公共団体との連

携も行っている。 

 

●社内体制 

地域行政との連携は、地域行政推進担当として現地に管理統括マネジャーを配置

し、本部（経営企画室ＣＳＲ・ＳＤＧｓ推進部）が全体統括と地域貢献活動のフォロ

ーを行うという社内体制で取り組んでいる。 
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●地域行政との連携体制 

連携の際、行政の各部門と個別にやり取りするわけではなく、行政もイトーヨーカ

堂も共に窓口を一本化することにより、生産性の高い議論を行い横断的な取組を推進

している。 

 

 

●取組事例 

地域・社会課題の解決に向け、地域行政と連携し認知症啓発イベントや市政情報の

発信など、本業とは直接関係のないさまざまな取組を行っている。 

 

消費者委員会「第 26 回地方消費者行政専門調査会 令和元年 12 月 24 日」 

株式会社イトーヨーカ堂提出資料より抜粋 
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■ＷＧとしてのまとめ 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【取組の目的】 

◎「創業の精神」である目指すべき姿として、「買う」だけではなく、「集う」「食べる」

「遊ぶ」「学ぶ」「相談する」などの新たな価値を提供し、社会の活力や課題解決につ

なげ、”地域になくてはならない存在”となること。 

【社内体制】 

◎本業を通じて全国的に地域貢献の取組を実施。 

◎地域行政との連携は、店舗に管理統括マネジャーを配置、「本部」が全体統括と地域

貢献活動のフォロー。 

◎地域行政と現地のイトーヨーカ堂双方ともに窓口を一本化。 

【情報提供の取組・行政との連携】 

◎地域・社会課題を踏まえ、自社で取組立案・取組推進を実施。 

◎地域・社会課題解決に向け地域行政と連携し、店舗スペースを活用し、地域包括支

援センターとともに認知症啓発イベントを実施、地域行政情報発信コーナーを常設

するなど、本業とは直接関係のないテーマのイベントなどの取組を実施。 

【取組の意義】 

◎地域・社会課題の解決への取組により、住民をはじめとする地域のステークホルダ

ーとの関係強化、顧客からの信頼獲得や信頼向上、それによる企業価値の向上。 

◎集客効果や本業への利益還元が見込まれる。 
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（２）ヤマトホールディングス株式会社 

「地域共創事業」 (ヒアリング日：令和３年３月８日) 

 

●取組の目的 

持続可能な社会の実現に向けて、従来のデリバリー企業ではなく「より便利で快適

な生活関連サービスを創造する」企業へと変わる。時代の変化から生まれるニーズに

応え、たくさんの社会的な課題の解決を目指し、ヤマトグループの持つ全国をカバー

するネットワークやノウハウ等を活かし、より良いサービスや商品の提供により社会

の役に立つ。 
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●地域共創による新規事業 

東京都多摩市と千葉県松戸市において、地域共創による新規事業「ネコサポ」を事

業化し、行政とも連携して取り組んでいる。 
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●地域共創事業における取組事例 

ネコサポのスペースと機能を活用し、本業とは直接関係のないさまざまな住民向け

のイベントを他の事業者や住民と連携して開催している。 

 

 

■ ＷＧとしてのまとめ 

 

 

 

 

 

 

 

【取組の目的】 

◎持続可能な社会の実現に向けて、地域共創による新しいサービスの創造に取り組

む。地域・社会課題の解決に向けた、自社の持つ経営資源、機能、ノウハウを活か

した“事業化”を実現。 

【情報提供の取組】 

◎「ネコサポ」（店舗等）に、くらし全般の相談を受ける「コンシェルジュ」が常駐

し、「ネコサポ」を拠点に、本業とは直接関係のないテーマのイベント（健康促進、

くらしに役立つ情報・サービス等）などを他の事業者や住民と連携して開催、地域

コミュニティを活性化。 

【行政との連携】 

◎地域行政、警察と地域包括協定を締結し、「ネコサポ」で市政情報や防犯情報をチ

ラシやデジタルサイネージで発信。 

【取組の意義】 

◎顧客からの信頼獲得、それによる企業価値の向上、「ネコサポ」の事業継続・事業

展開を目指すことができる。 
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（３）日本生活協同組合連合会 ・ エフコープ生活協同組合 

「生協の本業を通じた地域貢献の取組」 （ヒアリング日：令和３年３月 31 日） 

 

●取組の概要 

生協は、普段のくらしを支えるインフラとして地域社会に貢献しているだけでな

く、宅配事業のインフラを活用した「地域見守り活動」など、本業を通じた地域貢献

活動を積極的に行っている。 

 

●包括連携協定の拡大 

最近では包括的な連携協定を多くの都道府県と締結し、締結分野も多岐にわたる。 
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●取組事例 

生協ではさまざまな地域貢献活動が行われているが、エフコープにおいては消費者

行政分野の取組も行われており、消費者被害防止チラシの配布や詐欺被害防止学習会

の開催などが行われている。 
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●行政への要望 

現在でも行政と連携し積極的に地域・社会貢献活動を進めている生協が、その取組

をより充実化するためには行政との一層のコミュニケーションが必要。

 

 

■ ＷＧとしてのまとめ 

 

 

 

 

 

 

 

  

【取組の目的】 

◎地域密着で一人一人の消費者のためになることを多角的に実現。 

◎日本生協連 2018 年度総会でコープＳＤＧｓ行動宣言を採択。ＳＤＧｓの考え方に

則り、多角的テーマでの地域づくり。 

【取組の特徴】 

◎地域生協の宅配事業のインフラを活用した「地域見守り活動」など、本業を通じ

た地域貢献活動を積極的に実施。 

【情報提供の取組】 

◎消費者行政分野の取組を実施。 

（例）弁当等の配送時に配達員が手渡しで消費生活センター等が作成した消費者被

害防止チラシを配布、警察や民間事業者等と連携し詐欺被害防止学習会を開催。 

【行政との連携】 

◎主に生協からの働きかけで、行政と積極的に協定締結(都道府県との包括連携協定

が 15 事例、その他全国で 20 生協のべ 101 市区町村と協定締結(2020 年度))、協

定分野も多岐にわたる。 

【行政への要望】 

◎まずは生協の話を聞いてほしい。 

◎生協の地域・社会貢献活動をより充実化するためには、行政との一層のコミュ

ニケーションが必要。 




